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論文
構造的転換期としての両大戦間イギリス
原
?
聖
I 問題の所在
両大戦間のイギリス経済を見るとき，大不況からの経済回復が順調であった
ことと関連して，明るい色調で描いて差し支えないと考えられる。ただ一つ，
その中で問題となるのが，労働省発表の公式統計に表われた10%を下らないと
いう失業率であった（第4表参照）。そこで，本稿ではその失業問題に焦点を当
てて考察しようと思う。その場合に，これまでの拙稿の成果をまとめる形で総
合的に取り扱う方法を採ることによって構造的転換期としての両大戦間イギリ
ス経済の位置づけ―ManagedEconomy であるか否か—についての展望
がえられる筈である。両大戦間 ManagedEconomy論争は， 1980年代後半
になって活発になり，なおも続いており，それに関する論文が多数発表されて
いる1)0 
その場合に，両大戦間失業問題のもつ多面性を一面的原因解決に求めよう
とする点に問題があるように思われる。両大戦間は， 第 1次大戦前のイギリ
スの黄金時代ーレッセフェールの時期と，第2次大戦後のマクロ経済政策一
Managed Economyの時期に挟まれた，言わば過渡期であり，転換期そのも
のであった。しかもイギリスの場合は， ドイツやアメリカに見られるような積
極的な経済政策を取り入れることもなく，経済回復をなし遂げることが出来た
本稿は関西大学学術研究助成基金（平成4年度）に基づく研究成果の一部である。
1) 1980年代の初め頃から ManagedEconomyに関する論文は発表されていたが，
1987年の Booth,A.,'Britain in the 1930s: A Managed Economy?'Economic 
History Review, Vol. XL, No. 4., 以降論議が活発になったようである。
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のである。したがってイギリス経済を検討する場合には，何に重点を置くかに
よってその見解に大きな相違が生じてくるように思われる。一般に「悲観派」
（伝統派），「楽鍛派」，「新楽観派」および「新悲餞派」なる分類が行われている
のがそれである2)0 
すなわち，イギリス経済を考察する場合に伝統的な考え方に立ち，旧童要産
業一~綿， 石炭， 鉄鋼， 造船ー一ーに重点をおきその停滞， したがって輸出不
振，さらには大量の失業者の存在ゆえに1930年代の経済回復が順調であるとい
われながら，両大戦間全体を暗い色調で描き「カオスとカタストロフィー」と
されてきた。つまり両大戦間のイギリスを見る場合に，旧重要産業の側からの
み評価した結果であった。 1930年代のイギリスの経済的成果は；深刻なまでに
悪い状態でありこの時期の大量失業は市場メカニズムが有効に働かなかった証
であり， したがって積極的な政策を必要としたにもかかわらず，実施しなかっ
たので暗い時代となったと主張する。こうした「悲観派」に対して「楽観派」
は1930年代のイギリスの経済回復を説明するにあたって， 自動車， レー ヨン，
化学，電力，電気機器，ラジオおよび航空機などの，いわゆる新興産業の役割
を重視しようとする見解である。イギリスは1920年代末の循環的上昇の恩恵に
十分あずからなかったので，他の国々，特にドイツのように能力以上に拡大し
たことによる深刻な困難に直面しなかった。その上，イギリスが多くを依存す
る輸入農産物の価格の低下によって生ずる交易条件の大幅な改善のおかげで，
1929年以降実質所得が上昇し，消費者購買力が高まり，それが内需拡大という
形で国内市場中心の新興産業を活気づけたというのである。それがひいては，
両大戦間のイギリス経済を従来の見解と異なって「停滞」の時代ではなく，む
しろ「進歩」の「明るい時代」であったとの結論を引き出させている。そして
2) Broadberry, S. N.,'Unemployment in Inter-war Britain: A Disequilibrum 
Approach'Oxford Economic Papers, Vol. 35, No. 3 (1983), Middleton, R., 
Toward the Managed Economy (1985), p. 8, Crafts, N. F. R., British Economic 
Growth during the Industrial Revolution (1985), p. 165. 拙稿「両大戦間イギリ
スの失業と経済回復」『社会経済史学の課題と展望』 (1983)。
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その進歩が実現された条件として，旧重要産業体制から新興産業体制への構造
的転換を挙げている。しかも， この構造的転換はまた，高い成長率と高い生
産性をもたらした。したがってその過程で生じた失業はやむをえざる構造的な
ものであって，需要を確保するための政策は，むしろ必要な調整を遅らせるこ
とになるので不必要なのみならず，むしろ有害であるとするのである。以上の
二つの見解を基本として，新たに1980年代にあらわれた点およびニューエコノ
ミックヒストリーの手法を取り入れているというところから「新」を冠したニ
つの流れ，すなわち「新楽観派」と「新悲観派」が見い出されるのである。
さて，本稿を展開するにあたって問題の所在を明確にしておかなければなら
ないであろう。両大戦間はまさに構造的転換期であった。すなわち，旧重要産
業が1930年代を通じてイギリス経済に大きな問題を投げかけたという点を否定
することは出来ない。すなわち，もはや旧重要産業製品に対する需要は低下し
ていたということ，またたとえ若干にしろ需要があった場合でも，当時のイギ
リス旧重要産業はコストと質ともに他の国々との競争に太刀打ちできなかっ
た。このことが，イギリスの旧重要産業をして困難な状況に置かしめたのであ
る。旧重要産業のなかには，政府主導による過剰能力廃棄を通じて合理化の措
置も取られた部門もあったが，十分な成果はえられず雇用拡大効果はほとんど
見られなかった。とはいえ， 1937年においてさえ，旧重要産業はイギリスにお
ける純産出高の4分の 1以上を占めていたのであって，決して無視することの
出来ない存在であったことも確かである。
これに対して，新興産業は，コストを削減し，需要を拡大して大きな発展を
遂げたのである。 1920年代に，旧重要産業の背後で，すでにかなりの成果を挙
げていたが，大不況の打撃は受けた。しかし， 1933年には早くも1929年の生産
水準を回復していた3)。新興産業は，主として国内市場向けに生産されていた
が故に，旧重要産業のように輸出不振という深刻な影響を受けなかった。しか
3) Johnman, L.,'The largest manufacturing Campanies of 1935'Business 
History, 28 (1986), p. 233. 
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も新しい設備を持っていたので，外国諸国とのコスト面での競争には十分たえ
たのである。さらに，新しさの故に，伝統的労働組合の慣行からも自由で，労
使関係の問題もほとんどなかった。新興産業の発展を否定するものはもはやい
ないであろう。しかし初期の「楽観派」のように，極端な新興産業至上論には
反省が求められている。構造的転換は進み，内需中心になりつつあったことも
事実である。 1932年以降の経済回復において，建築プームと相まって，建築プ
ームを支えた不可欠の要因として新興産業を位置づけることは少なくとも出来
るのである。
旧重要産業から新興産業へとの構造的転換がダイレクトに行われなかった，
とか両大戦間に完全に取って代わらなかったとかの批判があるが，歴史におけ
る構造的転換とは本来そのようなものではないであろうか。厳密にいうなら
ば，構造的転換期とすべきなのであろうか。したがって，新興産業は市場に近
く，労働組合の伝統からも，また石炭からも自由なイギリスの南東部やミドラ
ンズに立地する傾向にあった。このことは，これらの地域が繁栄し，時には熱
狂的なブーム状態をさえ生じたことを意味する。しかし，北部，北東部および
ウェールズ等では，依然として1日重要産業中心であったが故に繁栄にあずから
ず，そこには南部と北部の地域的相違が存在したというわけである。
以上のような状況が，当然のことながら失業状況にも反映することとなっ
た。すなわち，イギリスのほとんどの地域では非常に多くの短期あるいは中期
の失業者がいた時期から，限られた地域での長期失業者の存在があるというと
ころの変化が見られる°。 1年以上失業していた人々のうちで， 38彩は 5年以
上失業していた。しかし，その数字はいわゆる不況地域といわれる，旧重要産
業立地地域では特に多く，イギリスの平均を上回っていた。すなわち，ロンダ
で44%, プラックバーンで51%,そしてグロックで71%であった5)0 
4) Thrope, A., Britain in the 1930s: The Deceptive decade (1992), p. 70. Pilgrim 
Trust, Men Without Work (1938), p. 15. 
5) Pilgrim Trust, op. cit., p. 422. 
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第1表 6地方の長期失業 第2表失業期間
(1936年，労働者 1,000人につき） (1936年，対象者 820人） 彩
地 方 名 1失業者 1長期失業者 期間 （年） 11~212~3 3~414~51盈上
デッドフォード 67 (人） 4 (人） デットフォード 39 37 6 14 4 
レスター 74 8 レスクー 20 19 18 13 30 
リバプール 257 59 リバフ゜ール 21 21 16 19 23 
プラックバーン 295 112 プラックバーン 12 ， 13 15 51 
クルック 336 188 クルック 8 8 7 6 71 
ロ ン ダ 445 281 ロ ン ダ 11 16 11 18 44 
出所； Pilgrim Trust, M, 磁 withoutWork (1938), p. 15, および p.422. 
構造的失業が，いまや循環的失業に取って代わったのである。そして，その
ことが政策策定者に大きな問題を投げかけることとなった。というのは，失業
と労働不足，貧困と繁栄が，地域的に極端な状態で存在しているという事実を
前に，マクロ的な経済政策では対応出来ないということが明らかになったから
である。かくして，たとえイギリス経済が， 1930年代に構造的転換期を迎えて
いたとしても，イギリス全体が完全雇用を達成するまでには長い調整過程が必
要であったのである。そして，一般的に認められていることは，長期失業者の
ほとんどは1939年の戦争の勃発までは，決して再び働かなかったに違いないと
いうことである。
1 失業問題
(1) 失業率の算定
イギリスにおける雇用・失業統計の主要な資料（情報源）は1801年以降，戦争
によって中断された1941年をのぞいて， 10年毎に行われ現在に至っているセン
サスである。すでに検討したように叫センサスでは十分な労働統計がえられ
ず， 1886年の「イギリスで完全で正確な労働統計の収集と公刊を行うために直
6)拙稿「両大戦間イギリスの失業問題にする覚え書き」関西大学経済・政治研究所「研
究双書」第68冊 (1989)。
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ちに適切な措置が取られるべきである」との下院での決議を受けて1893年に商
務省に労働部が設置され， Gazetteと Abstructsof Labour Statistics of 
United Kingdomが発行されるようになったが，その労働統計作成にあたっ
て依拠したものは，労働組合統計であった。その後， 1911年に国民保険法が成
立することによって，失業保険統計が，すでに設立 (1909年）されていた職業紹
第3表労働組合員数と失業率（労働組合より届出によるもの） u. K. 
年 6 月 末 1月間失業率の年平均
1901 531,000 3.3 
1902 538,000 4.0 
1903 550,000 4. 7 
1904 567,000 6.0 
1905 569,000 5.0 
1906 586,000 3.6 
1907 661,000 3.7 
1908 689,000 7.8 
1909 698,000 7.7 
1910 703,000 4.7 
1911 759,000 3.0 
1912 834,000 3.2 
1913 922,000 2.1 
1914 993,000 3.3 
1915 922,000 1.1 
1916 939,000 0.4 
1917 950,000 0.7 
1918 1,117,000 0.8 
1919 1,334,000 2.4 
1920 1,603,000 2.4 
1921 1,235,000 14.8 
1922 1,360,000 15.2 
1923 1,145,000 1. 3 
1924 1,084,000 8.1 
1925 978,000 9.9※ 
（注） ※1月~6月の平均
（出所） Committee on Industry and Trade, Survey of 
Induustrial Relations (1926), pp. 219-220. 
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介所と相まって利用されるようになったのである”。
前ページに掲げた労働組合統計（第3表）は， (1)この統計に含まれた労働組
合の1901年以降の年々の総合員数。 (2)1901年ー1925年(6月）の間に， 失業者
と報告された組合員の毎月の失業率の年平均を示している。
これらの数字は労働組合が，失業手当を給付している失業者数に基づいてい
るのでその限りでは正確である。ただ，ストライキ，ロックアウト，病気ある
いは退職した人はこの統計から除外されている。組織化されている労働組合以
外は，以上のような状況を定期的に商務省労働部（後に労働省）に報告すること
になっている。しかしながら，労働組合加入者は全産業において働いている労
働者総数から考えると，比較的少数の人々しか含まれていない。したがって，
この報告が示している失業率は労働者全体の失業の真の比率を表わすとは考え
られない。また，循現的変動を受けやすい産業であるか否か，比較的安定して
いる産業であるか否か，また，労働者の組織化の強弱などによって，数字の表
われ方が異なるという問題点が残る。しかしながら，これらの統計は長期間に
わたる失業の変動についての利用可能な唯一の資料を提供しており，産業人口
はまさに代表的なサンプルをカバーじていると言われる。すなわち， 「ここに
示された全体的失業率が失業の変化の方向を示すのに有効であって，異なった
時期の雇用の状態を比較する一般的指標を示している。とはいえ，それは特定
のある時期のあらゆる産業における失業の総量の絶対的な尺度として信頼する
ことはできない」8) と言われ，むしろ驚くぺきことは， 1892年になって初めて
全労働組合数が正確に報告されるようになったということである。
失業保険制度の下で被保険者となった労働者には失業手帳 (Unemployment
Book)が交付されるので，イギリスの被保険労働者の数は毎年夏に新しい失業
7) Garside, W. R., T加 Measurementof Unemp/o, 加吻t切 GreatBrita切 1850-
1979; Methods and Souces (1980), pp. 46f. 
8) Committee on Industry and Trade, Survey of Industrial Relations (1926), pp. 
218-219. 
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手帳と交換されるこの失業手帳の数から推計することが出来る。失業し，失業
給付を受ける資格がえられたならば，失業手帳は職業紹介所に預けねばならな
いので，失業手帳から失業者の数と，どの産業の失業者であるかの資料がえら
れる。ここから，被保険労働者の失業率が算出されるが，注意すべき点が幾つ
かある。
まず第一に，これらの数字は決して失業給付の受給者の数を正確に表わさな
いということである。すなわちそれらの中には，次のようなものが含まれるか
らである。 (1)失業して失業給付を受けている被保険労働者。 (2)失業給付を受
けていないが， しかし職業紹介所に求職の登録をしつづけているか，その他の
理由で失業者とされている被保険労働者。 (3)失業給付を受けていないか， ま
たは求職登録をしていないが，彼らの失業手帳を職業紹介所に預けたままの被
保険労働者。雇用されたのか，死亡したのかあるいは海外その他に転出したの
か，いずれか判明しない場合には，最後に職業紹介所を訪れてから 2カ月間は
統計上取り扱われるのである。
第二に，これらの統計で使用されている失業者は，その人が厳密な意味で仕
事がないということを必ずしも意味しない。すなわち，一時解雇，休職などの
ために調査日に仕事がなく，その失業手帳が職業紹介所に預けられている場合
には，統計上は失業者と算定されるからである。
第三に，労使紛争の失格理由によって，失業給付の受給資格を失った被保険
労働者は，求職登録をし続けていないならば，失業者数には算入されない。
職業紹介所に失業者として登録された者のなかには農業従事者や，家事労働
者などの失業保険制度適用外の職種の人々をも含んでいる。しかし，失業保険
制度に組み込まれていない人々や，組み込まれていても何らかの理由で失業給
付が受けられない人々は，職業紹介所に求職登録していない場合もあるので，
職業紹介所に求職登録した人々が失業者全体を完全に表わしているとは必ずし
も言いえないのである。これらの数字のなかには，完全に失業していると記録
されている人々のみならず，申告が係わっている当日に失業者とされている一
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時解雇者，短期間しか働かない人で， しかもその失業期間中に失業保険法の下
で失業給付を受けている人々をも含んでいる。また， この数字には現に就職し
ておりながら，転職のために求職登録している人々をも含んでいる9)o
(単位：％）第4表イギリス被保険労働者の失業率
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11.3
9.3
11.9
14.6
8.8
10.7
9.6
15.4
21.2
22.2
19.4
16.4
15.4
12.8
10.0
13.2
9．6
3.8
14.2
12.7
11.7
10.6
12.0
13.7
9.3
11.3
9.9
17.5
22.4
22.8
18.4
16.0
14.9
12．1
9．7
12．8
9．1
4.4
13.1
17.1
12.4
10.6
11.3
10.4
10.9
10.4
12.1
12.9
1.3
1.9
22.7
18.1
17.5
15.3
12.0
13.1
13.3
3.6
5.4
6.0
11.7
9.8
11.1
9．8
9．8
9.5
0.0
13.7
21.0
20.8
21.9
7.2
16.4
14.2
11.6
2.7
12.2
2.8
20.2
15.9
11.5
9.7
0.9
9．1
9．4
9．5
9.8
14.2
20.4
21.3
21.3
16.6
15.6
13.6
10.5
12.7
11.5
2.7
3.4
14.6
11.2
9.4
10.9
14.3
8．7
9．8
9.7
15.0
20.3
22.0
20.4
16.2
15.5
12.8
10.7
12.8
10.5
2.7
17.9
13.1
11.6
9.8
11.2
14.4
9.2
11.6
9.7
16.7
1.9
2.8
19.5
16.7
15.2
12.4
10.1
12.9
9．0
2.9
15.6
2.8
11.8
10.5
12.
14.0
9.3
11.5
9.9
17.0
21.9
23.0
19.
16.5
14.9
12.0
9.9
12.6
8．7
14.5
12.6
11.7
10.9
11.4
13.6
9.5
11.7
10.3
18.5
21.7
21.9
18.
16.3
14.5
12.0
10.
12.7
9．6
(出所)DepartmentofEmploymentandProductivity,Bγ"た〃Z,α加"γ
Sｵα抽加s-HﾂS"γjcQ/A6s"αcr,1886-1968(1971),p.307.
9）乃遡.,pP.221ff
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以上のように，統計にはそれぞれ問題はあるが，労働組合資料および失業
保険統計を集大成したものが， Departmentof Employment and Produc-
tivity, British Labour Statistics-Historicla Abstruct, 1886-1968 (1971)であ
る。 したがって，両大戦間については失業者数を少なく見積もり， 失業率を
高く推計する傾向があり，これを20彩ほど過大評価しているとする研究者もい
る10)0 
そして何よりも被保険業種の変動や記録の仕方が異なるので，歴史的比較が
困難であるという問題がある。ところで，失業率を測定する場合に，被保険労
働者の失業率の正確さについての確認は， 1931年のセンサスによって可能とな
った。というのは， 1931年になって初めて調査票に失業者の場合はその旨記載
しなければならなくなったからである。
そこで，フェインスタイン (FeinsteinC. H.)は被保険労働者の資料に基づい
た労働統計に内在する欠陥を認めて， 1931年センサスからえられた推計をもと
にして，新たに失業統計を作成した。 フェインスタインは就業者（軍人を除く）
をもとにしたものと，被雇用者をもとにしたものとに二通りの失業率を算出し
ている11)。そこで，両大戦の失業率を推計した幾つかの統計を並置してみよ
う（第5表参照）。
両大戦間の失業率のこうした数字の相違は，両大戦間の失業が一般に信じら
れているほど，深刻ななものではなかったということを示唆するようになっ
た。例えば，プースとグリン (Booth,A. & Glynn, S.)によると，「1921年から
22年， 1931年から33年の循環的失業のピークからのインパクト， 1914年以前と
10) Booth, A. E., and Glynn, S.,'Unemloyment in Interwar Period: A Multiple 
Problem'Journal of Contemporary History, Vol. 10, No. 4, (1975) p. 613. 
11) Feinstein, C. H., Statistical Tables of National Income, Expenditure and 
Output of the U. K 1855-1965 (1792), 本書では2通りの推計， すなわち57表
（本稿第5表第4欄）と58表（本稿第5表第3欄）が提示されており58表（第3欄）
を引用する場合が多い。 Middletonは57表（第4欄）を引用しており，私も前掲拙稿
でそれに基づくグラフを引用したことがある。
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第5表推計失業率の比較
1(1)塁働組靡j12)昌保険胄1(3)昌雇用胃1(4)鬱畜糧介
1920 2.4 3.9 2.0 
1921 14.8 16.9 12.2 1. 3 
1922 15.2 14.3 10.8 9.8 
1923 1. 3 1. 7 8.9 8.1 
1924 8.1 10. 3 7.9 7.2 
1925 10.5 1. 3 8.6 7.9 
1926 12.2 12.5 9.6 8.8 
1927 9.7 7.4 6.8 
1928 10.8 8.2 7.5 
1929 10.4 8.0 7.3 
1930 16.1 12.3 1. 2 
1931 21. 3 16.4 15.1 
1932 22.1 17.0 15.6 
1933 19.9 15.4 14.1 
1934 16.7 12.9 1. 9 
1935 15.5 12.0 11.0 
1936 13.1 10.2 9.4 
1937 10.8 8.5 7.8 
1938 12.9 10.1 9.3 
（出所） (1) (2)は前掲第3表および第4表 (3)(4)はFeinstein,
op. cit., 57表および58表。
特にそれ以降の失業の非常に地域的性格， 記録の信頼性と労働の規則性に心
を留めることによって，両大戦間のほとんどの時期についてのイギリスの失
業率は， パクーンの大きな相違はあるが， もちろん 1921~1922年および 1931
~1933年の不況の数年間を重要な例外として， 1914年以前に一般的であった
全国の平均率よりもずっと悪くはなかったということを示唆することが出来
る」12)0 
この結論は， 1921年から1938年までの時期の平均失業率を14.2彩から10.996 
に引き下げたフェインスタインによる被保険労働者データの下方への調整に基
12) Booth and Glynn, op. cit., p. 614. 
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づいている（第5表の3欄によるが4欄にしたがうとさらに低く 10.0彩となる）。 さら
にこれをグリンとプースの言う例外的時期である， 1921~1922年と1931~1933
年を除外すると，被保険者数字(2欄）の12.4彩から，フェインスタインの推計
による 3欄で9.6%, 4欄では8.8彩にまで低下するのである。もちろん，フェ
インスタインの推計については，それが1931年センサスという大不況の真っ只
中の年の数字に基づいていることなどから，・批判もある13)。しかし，現在のイ
ギリス学界では最も信頼すべき統計として，その地位を確立していると言って
よいであろう。
さて，以上において両大戦間の失業統計についてみてきたが，これを第 1次
大戦以前および1980年代と比較する場合にどのように考えるべきかについては
すでに拙稿において検討した。そこでの検討の結果，両大戦間の失業は率から
みても必ずしも高いとは言えないのではないかということであった14)0 
(2) 失業手当の制度化15)
1911年の国民保険法の第2部として，失業保険制度が制定された。被保険業
種が， (1)建築， (2)土木建設（それは鉄道， ドック，港，運河，橋， 防波堤などを含
む）， (3)造船， (4)機械， (5)製鉄， (6)車両製造， (7)製材の 7業種であったが，
第1次大戦とともに失業は増大した。そこで戦後の復員軍人や軍需産業労働者
の失業について対応策がとられ， 1916年失業保険の適用範囲が7業種から拡大
され，全軍需産業およびその他の産業にも及ぶこととなった。それも戦後の 3
年ないし 5年という期限付きであって，他の一般的産業への拡大までには至ら
なかった。したがって，戦争が終わったとき政府は失業保険制度によってカバ
ーされていない多くの産業における失業者の大群に直面しなければならなかっ
13) Garside, W. R., British Unemployment 1919-1939: A Study in Public Policy 
(1990), p. 6. 
14)前掲拙稿 108~112ページ。
15)詳しくは前掲拙稿 121ページ以降を参照。
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た。これに対して，政府は失業救済一時金(Outof Work Danation [O. W. D.J) 
を支払うということで対応した16)。すなわち，扶養家族に対する割当支給額を
含んだ無拠出の支払いがそれである。ところが戦後プームによって， 1919年11
月をもって失業救済一時金の支給は打ち切られた。 1920年11月にイギリス失業
保険は，一つの独立した制度として発足したが， 12月には早くも失業率は 2倍
(11月の3.5%に対して7.9%)になり， 1921年 1月には11.2彩と 2桁に急増し3,200
万人を越えるほどになり，政府としても新たな対応を迫られたのである。そこ
で， 1921年 3月と 7月にそれぞれ修正法が制定された。それによって， O.W.
D. が形を変えて拡張給付(ExtendedBenefit)として22週間支給されるようにな
り，本来の法定受給条件を無視して行われた〔当初は失業保険法の契約給付に
対して無契約給付(UncovenantedBenefit)と呼ばれたが， 後に法定内の基準給
付 (StandardBenefit)に対して拡張給付(Extendedbenefit)と呼ばれるようにな
った）。
この拡張給付はもちろん緊急手段として制定されたものであったため，支給
期間は一時的としていた。しかし，その後年2回を含めて毎年のように失業保
険法が修正されたが，その多くは特別支給期間の延長によって拡張給付を支給
しつづけようとするものであった。
この拡張給付は，法定の受給条件に係わらず，：労働大臣の自由裁量によって
支給されるものであって，失業者が権利として拡張給付を請求できなかった
が，徐々に法定給付，すなわち標準給付と同列に考えられ，結果的には失業者
の権利と考えられるようになった。しかも，法定給付である標準給付を受ける
資格のある失業者は被保険失業者全体の 3分の 1にすぎない状態であったの
で，この期間に支給された失業給付よりも拡張給付の方が多かったと考えても
よいであろう。つまり拠出保険金に基づく失業給付よりも無拠出者に対する拡
張給付が多いという混乱状態に達したのであって， これは1924年に一時 (3月
16)平田隆夫「英国失業保険小史」大河内・ 岸本編「労働組合と社会政策』 (1959)175ペ
ージ，樫原朗著 rィギリス社会保障の史的研究I』,522ページ参照。
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から7月まで） 10彩を割り込むまで低下していた失業率が， 1925年に再び11彩か
ら12%に上昇したことに対応するものであった（第4表参照）。その後， これに
ついての見直しが行われ， 1927年法で標準給付の条件を若干緩和した形での過
渡的給付によって長期的，慢性的失業に対処しようとしたが，失業率は 9彩台
から下がる様子は見られず，基本的見直しが迫られた。すなわち， 1928年の中
頃から再び10彩を越える失業率に対応して， 1930年法として失業保険の受給条
件および過渡的措置として拡張給付の受給法定条件を，緩和することとなっ
た。そのため，それまで被保険労働者のうち女性の失業率は男性平均の 6割程
度であったのが，これによって 8割から 9割に増大したといわれている17)。次
いで， 1934年法によって，ついに失業扶助局(UnemploymentAssistance Board) 
が設置され， ほとんど全ての失業者に適用される失業手当 (Unemployment
Allowance)が支給されるようになったが， これは失業救済一時金 (0.W. D.) 
として始まったものが拡張給付を経て復活したものであり，無拠出給付の拡大
とその永続化を進めてきた寛大な制度であったと考えてよいであろう。
I 失業の性格
前節において，両大戦間の失業を統計と失業手当の面から検討した。そこで
本節では，失業の性格を検討することによって，両大戦間イギリス経済のもつ
失業の特質を描きだしてみようと思う。すなわち，両大戦間イギリス経済にあ
った失業の特質は，地域的，構造的および長期的であったという点にあり，一
面的理解や対応では御しきれないのである。
第1節ですでに述べたように，両大戦間のイギリスは，旧重要産業から新興
産業への構造的転換期にあたり，それぞれの産業が立地していた北部と南部に
際立った特徴が見いだされる。そして失業も，まさに旧重要産業に偏在してい
たことが知られたのであり，したがってその立地地域である北部において深刻
であった。「これらの旧重要産業に集中的で長期的失業があったということが
17) Booth and Glynn, op. cit., p. 617. 
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（各年7月）
I地 域 ~1912 3 ~1914 3 19291193011931193219331193411935l193611937戸192訃9_誓贔翡
ィ ロンドン 8. 7 7.3 4.7 7.6 11.613.1 1. 0 8.5 7.8 6.5 8.2 8.8 新ン南東部 4. 7 4.0 3.8 6.6 10. 213.1 9.5 7.0 6.4 5.6 6.1 7.8 
プナ 興
リ1 南西部 4.6 5.1 6.8 9.2 13.116. 4 14.1 11.6 9.6 7.8 7.1 11.1 産テ． 
ミドラ疇ンズ／東部 3.1/ 3.3/ 9.5 16.1 21. 81I 21. 6 17.6 14.0 1. 8 9.4 6.0 15.2 業ン 2.5 2. 7 
ァ北 東 部 2.5 2.7 12.6 21. 6 29.9 30.6 25.7 23.3 21. 5 16.6 9.2 22. 7 旧
ウ北西部 2.7 3.3 12.7 25.4 28.9 26.3 23.4 20.6 19.3 16.2 12.9 21. 6 重夕 スコットランド 1.8 2.4 1. 2 18.4 27.4 29.0 25.8 23.1 21. 2 18.0 15.2 21. 8 プI 要
リ・ ウェールズ 3.1 2.1 18.8 26.5 32.0 38.1 34.5 32.2 30.0 28.5 24.3 30.1 産テ グレー ト・ン プリティン 3.9 3.8 9.7 16.7 22.1 22.9 19.5 16.7 15.2 12.6 10.4 16.9 業
（出所） W. H. Beveridge, Full Employment in a Free Society (1944), p. 73. Do., 
'An Analysis of Unemloyment,'Economica Vol. II, No. 12 (1936), p. 379. 
第 1次大戦後の失業の際立った特徴である」18)。
19世紀紀末から20世紀初頭のエドワード七世時代の経済状況や，第 1次大戦
後の影響などによってイギリスは構造的転換が遅れた。それは旧重要産業に
対して諸資源を異常なまでに「オーバーコミット」したままであったからで
ある 19)。そうした狭溢な産業基盤が，両大戦間の長い衰退に直面して停滞した
とき，労働は衰退部門である旧重要産業部門，したがってそれらが立地してい
た地域で不必要になったのである。若干の労働者は移動したとはいえ，大部分
は失業という形で大規模に現われ，本質的には性格上地域的なものとなった。
なぜならば，これらの地域の労働力はロンドンおよび南東部，南西部， ミドラ
ンズに立地していた新興産業に容易に吸収されなかったからである。
この構造的調整ー産業の若返りは，イギリス経済全体には有利に働き，近来
18) Royal Commission on Unemployment Insurance, Final Report, Cmd. 4185 
(1932), p. 85. para., 136. 
19)拙稿「両大戦間のイギリスにおける新興産業への転換過程」「社会経済史学」， 36-2
(1970)参照。
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にない高い生産高を挙げ経済成長を遂げた。しかし，旧重要産業やかつてそこ
で働いていた人々をひどく苦しめることとなり，構造的転換過程での不幸な犠
牲者とならしめたのである。すなわち両大戦間の工業生産の実質的増大は，労
働投入量の増加によるよりも，むしろ生産性の上昇によって確保された。そこ
で明らかなことは， (1)1899年から1913年までの G.D.P. の増加は1.1彩であ
ったが，その増加に貢献したのは，生産性の伸びがほとんどなかったので，す
べて雇用の増加によるものであったと考えられることである。 (2)1920年から
1938年の G.D.P. の増加は1.7彩であり，そのうち生産性が1.2彩貢献してい
ると考えられるので， 雇用の貢献は0.5%であると推測できる。かくして，も
し生産性の伸びが戦前，すなわち1899年から1913年までとはまったく同じ趨勢
のままであったならば，その場合には雇用の貢献は G.D.P. の伸びとほぼ等
しくなり，深刻な失業問題は起こらなかったのではないかと考えられる20)。
ところがこの時期に労働集約的な旧重要産業から，資本集約的な新興産業へ
の産業構造の転換が起こったのである。その上1932年以降には，労働人口の急
増が見られた。総人口に占める労働人口の割合が戦前と同じであったならば，
失業はそれほど深刻とはならなかったのではないかと考えられる。加えて失業
の深刻さを更に強めたのは，旧重要産業と新興産業の立地の相違から来るとこ
ろの雇用の地域的ミスマッチであって，旧重要産業地帯での深刻な失業と新興
産業地帯における求人難がそれである。
そして，この地域的パターンは第1次大戦を境として逆転した。すなわち，
1914年以前イギリスの炭田地帯にある旧重要産業は繁栄し，北部はミドランズ
やロンドンおよび南部より失業は少なかったが， 1920年代には旧重要産業地帯
に失業が顕著となった。この独特の現われ方が，両大戦間失業の最も著しい特
徴なのである21)0 
20) Aldcroft, D. H., The Inter-War Economy: Britain, 1919-1939 (1970), pp. 
135-6. 
21) Glynn, S. and Booth, A., The Road to Full Employ加 nt(1987), pp. 7-8. 
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失業と失業給付．手当との関係については， ベンジャミンとコーチン(Ben-
jamin, D. & Kochin, L.)の所説が有名である22)。すなわち，彼らの主張すると
ころによると，両大戦間における異常なまでに高い失業率は，主として失業給
付と失業手当の制度化の結果であった。それは，賃金に対して失業給付・手当
の額が相対的に高く， 1930年代まではその受給資格が曖昧でかつ寛大であった
からである。したがって，もし失業保険制度の発足当初のように，賃金に対し
て失業給付が相対的に低かったならば，両大戦間の平均失業率は 5~8%低か
ったであろう，と主張した。そして彼らは1921~1922年と1931~1933年の不況
時には非自発的失業者であったが，その時期以外の両大戦間の大部分のあいだ
は自発的失業者であったとしている23)。このベンジャミンとコーチンの主張に
対しては多くの批判がなされている24)。いずれも，失業給付・手当が失業に与
えたインパクトは小さかったと結論している。しかし，その批判者であるアイ
ヘングリーン自身も述べているように，賃金に対する失業給付・手当の割合が
景気後退に伴って起こるデフレによって上昇する場合以外は失業に対する影響
が小さいということである25)。つまり，実質所得が上昇している状況では，失
業給付・手当の失業に対する影響は考慮に値するというわけであって，両大戦
間のイギリスはまさにそれに該当するのである。
22) Benjamin, D. K., and Kochin, A.,'Searching for an Explanation of Unem 
ployment in Interwar Britain'Journal of Political Economy, Vol. 87, No. 3 
(1979). 
23) Ibid., p. 468., Crafts, N. E. R.,'Long-term Unemployment in Britain in the 
1930s'Economic History Rev函IJ,Vol. XL, No. 3 (1987), p. 428. 
24) Journal of Political Economy, Vol. 90, No. 2 (1982)に7名による 4編の
Comments と Benjamin,D. K. and Kochin, L. A.,'Unemployment and 
Unemployment Benefits in Twentieth-Century Britain : A Reply to Our 
Critics'が掲載された。 Eichengreen,B.,''Unemployment in Interwar .Britain : 
New Evidence from London, Journal of Interdisciplinary History, Vol. XVII, 
No. 2 (1986)など。
25) Eichengreen, B.,'The Origins and Nature of the Great Slump revisited' 
Economic History R函 ew,Vol. XLV, No. 2 (1992), p.•218. 
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そして，そこにもう一つの両大戦間イギリスの特徴である長期失業の問題が
生じてくるのである。長期失業問題については，すでに検討したのでここでは
その要約を提示して行論の参考に供したい26)。本来の失業給付に加えて，無拠
出の失業手当の制度化と，それへの動きを引き出したのは失業の量的拡大もさ
ることながら，殊の外長期にわたる慢性的失業の存在であったことについては
すでに述べた通りである。つまりその背後に，需要の拡大によっても解消され
ない長期失業の存在が強く認識されるようになったからである。
この長期失業者は，次の特徴を持ったものとして，拙稿の結論部分で述べて
いるので，ここに引用しておこう。すなわち，産業革命以来の旧重要産業に従
事しており，その立地地域である不況地域に住んでいる，比較的年齢の高い失
業者，そうした人びとが長期失業者の中核を占め，ますます長期の失業者とし
て両大戦間におけるイギリスの失業率を押し上げていたのであった。そうした
慢性的失業者の存在が，政府をして失業手当の制度化へと踏み切らしめたし，
また長期失業者の側でもあえて地域的に，また産業的にも移動してまで新たな
就業の機会をえるより，幸い生活費が低くなっていたので，多少額は少なく
とも，失業手当でどうにかやっていけたということである。
すなわち，失業者は移動かしからずんば死かの強制的選択に直面しないです
む，失業手当が与えられた。つまり，最低生活費の保証などに加えて，非常に
密接な労働階級社会や家族関係に避難することが出来たのである。実際，地域
内移動が一般的であった。なぜならば，彼らは仕事を求めて見知らぬ土地へ長
旅をするよりも，彼ら自身の生まれ育った地域内で仕事を求める方を好んだか
らである27)。したがって政府としても，失業者に対するそれ以上の施策を行う
こともなかったし，またその必要も感じなかった。つまり，景気政策としての
失業対策は考えなかったのではないだろうか。すなわち，クラフツによると長
期失業は支給しうる失業手当の適度の引き下げや総需要の一般的拡大によって
26)拙稿「両大戦間イギリスにおける長期失業問題」関西大学「経済論集』， 40-1(1990)。
27) Booth and Glynn, op. cit., p. 623. 
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も， 1930年代に除去することは出来なかった。当局者の見方からすれば，長期
失業は本質的に構造的である。したがって，ある意味では自発的失業というこ
ともできる。確かにかなりの部分は意気消沈し，無感動となったが故に，もは
や仕事を求めて悩まなくなったという意味で自発的失業者であった。家族を失
業地域に残すことを選ばないで，移動よりも失業手当を好んだのである。失業
手当の受給資格を失わないために，臨時雇用をも選ばなかったために失業期間
はさらに引き延ばされた28)0 
w 構造的転換期
両大戦間のイギリスはまさに構造的転換期，移行期，したがって過渡期であ
った。イギリスの中心的産業が，旧重要産業から，新興産業への構造的転換期
であった。そうした有利な転換によって，両大戦間のイギリス経済そのものの
全体的成長にかなりの成果が見られたのである。そのもっとも顕著な役割を果
たしたのが，第 1次大戦以前に開発された発明に基づいているところの新興産
業部門の発展であった29)。
イギリスの全産業に占める新興産業の割合は， 1907年に6.5%,1924年の12.5
彩から1930年に16.3%となり，さらには1935年には19形に増大している30)。こ
のように，新興産業がもっとも明白にその姿を現わしたのは1930年代であって，
それが低金利政策，住宅建築プームと相まってイギリスをしてあの大不況から
の回復を速やかに，そして有効ならしめたのであった。すでに， 1920年代に旧
重要産業体制から新興産業体制への転換が始まり， 1930年代にその重点が新興
産業の側に移行した。そして，両大戦間におけるイギリスの経済発展において
推進的役割を果たしたのである。すなわち，すでに述べたように建築プームと
相まって経済回復における主導的役割を果たし，自由競争原理の否定へと導
28) Crafts, op. cit., p. 431. 
29) Richard函n,H. W., Economic Ricovery in Britain, 1932-2 (1967), p .92. 
30) Kahn, A. E., Great Britain in the World Economy_ (1946), ・p. 106. 
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き，そして寡占的構造を呈することによって31), 金本位制の崩壊＝管理通貨制
という外枠の中で，対外的な面での保護貿易＝ィギリス連邦特恵関税制度と相
まって，イギリスのこれ以降における，積極的な経済政策採用の素地を提供す
ることとなった。このように，新興産業へとその重点が移行するとともに，そ
れらの産業の立地地域も，産業革命以来の中心地であった北部から，新興産業
の立地した南部へとその中心が移行した時期であった。また，政治的にも保守
党，自由党の二大政党時代から，戦後の保守党，労働党の二大政党時代への過
渡期であった。 したがって， その具体的な表われが挙国一致政府の出現であ
り，そこでとられた政策も転換期・過渡期そして移行期を如実に表わすもので
あった。
すなわち，挙国政府の下ではいわゆる「大蔵省見解」と「ケインズ主義」と
の間の対立があった。「ケインズ主義」は， 経済回復と失業対策のために赤字
国債の発行による公共事業の振興を通じて総需要拡大を求めた。これに対して
「大蔵省見解」は，政府というものは，＇人為的手段で雇用を増大せしめること
は出来ないし，またすべきではない。政府は均衡財政の維持と企業家の信頼を
創りだすことによって，私企業が繁栄しうる条件を整えるよう努力すべきであ
るとする82)0 
第2次大戦後の経験を踏まえて，両大戦間のイギリス経済の状況を詳細に検
討すると，失業問題は総需要拡大策と同時に，広範囲にわたる特別の地域的・
産業的諸方策を含む非常に複雑な解決策を必要とすることが分かる。第2次大
戦後， 1970年代頃まではケインズ主義的政策がある程度の成果を挙げたと思わ
れる。すなわち，失業率も1950年代から1960年代にかけて 3彩を上回ることな
<' 1彩台がほぼ維持されるという状態であり，物価水準もまた 5彩以下とい
31) Lucas, A. F., Industrial Reconstruction a叫 theControl of _Competition: the 
British Experim砿ts(1937), Maizels, A., Industrial Growth and World Trade 
(1963). 
32) Thorpe, op. cit., p. 71. 
134 
構造的転換期としての両大戦間イギリス（原田） 809 
う状況で推移したし，成長率も 2~3%台で，イギリスとしてはかなり評価が
与えられる成果であった。その成果の下に， 1930年代にも同様の政策を取り入
れたならば，失業率はもっと低かったであろう。．ところが，時の政府はなすべ
きことを何もしなかった，とのいわゆる「新悲観派」の見解がある33)。
しかしこれは余りにも単純化しすぎた見方であるし，両大戦間のイギリスに
おける失業の特質を理解していない見解であるというべきであろう。すなわ
ち，両大戦間のイギリスは一つの失業問題だけからでなく，多面的な失業問題
によって困難に直面したからである。そこには，循環的，季節的，摩擦的そし
て構造的または地域的，さらには社会的要因が含まれていたのである。特に循
環的，構造的要因が中心的なものであるが，それらは相互関連的で明確に区別
することが出来ないし，基本的には性格および原因において異なっている。こ
うした失業問題の多面的性格が，政策論争を複雑化させている根本的な要因で
あった。
すなわち，循環的失業については，少なくとも理論的には政府の総需要拡大
策によって軽減しうるものであった。次に構造的失業であるが，これの解決に
はより積極的な地域政策か，旧重要産業を中心に輸出競争力をつけるためにコ
ストを軽減するかのいずれかである。ここに問題の根源がある。単純に無差別
的な総需要拡大によって有効需要を増加させただけであると，新興産業の方に
需要が集中して，旧重要産業にはあまり需要が向かないし，それによって生じ・
たインフレによって，実質賃金の低下を招き，旧重要産業地帯の失業手当に依
存した長期失業者，実は自発的失業者をして，非自発的失業者へと転ぜざるを
えなくすることによって，ますます深刻な失業問題を引き起こすことになるで
あろう。また，輸出コストの引き下げを無差別に行うときは，全般的賃金切下
げを必要とするであろう。これは，政治的には困難であったし，また成功した
としても労働者階級の購買力を切り下げ，内需に依存していた新興産業の発展
33)例えば， Broadberry,S., Hatton, T. J. など。
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を阻害することになるであろう。
イギリスはそうした政策を行わなかった。イギリスは経済回復を推進する手
段として，赤字財政による公共事業の拡大を行わなかった唯一の西側工業国で
あった。 しかし， 1937年の赤字財政再軍備計画によって， 大蔵省がその「見
解」を捨てたとか，ケインズ主義政策に動いた時期であったとされている。し
かし，歴史的に見ても，戦時の統制や国債発行は常套手段であり，何ら大きな
転換でも革命的なことでもない。「再軍備は， 政府当局によって計画された一
回限りのプロジェクトであった。したがって， 1930年代を通じてイギリスの全
体的な経済的経験にとって何ら教訓をもたらしiましなかった。一般的にいえ
ば， 1930年代の経済政策は革新的ではあるが，市場諸力の優位性をなお認め，
私企業が繁栄しうるような諸条件を整えようとしたのである」。 また「急進的
なもう一つの方法への示唆は疑問のあるところであり，確かにイギリスの状況
はそれが採用されねばならないほど悪いものではなかった」34)。
しかし，金本位制や自由貿易の堅持といった伝統的政策への固執もまた困難
となり，金本位制や自由貿易を放棄するとの決定が，以上のような論争を解決
するなにがしかの助けとなったようである。こうした解決こそが，構造的転換
期としての両大戦間のイギリス社会経済状況を反映した最善の解決策であった
と考えられる。したがって， 1930年代のイギリス政府は，より直接的な国家介
入政策よりもむしろ，革新的不干渉政策をとったのであった。すなわち，保譲
主義一輸入関税法，イギリス連邦特恵関税制度，低金利政策，為替管理および
不況地域を援助するための地域政策の展開，失業保険制度，道路鉄道運送法な
どがそれである。これらのうちの幾つかについてはすでに検討したが35), それ
34) Thorpe, op. cit:, p. 84. 
35) 「両大戦間におけるイギリス帝国経済関係の変貌ー一dオタワ協定を中心として一―-」，
矢口孝次郎編『イギリス帝国経済史の研究』 (1974),「両大戦間イギリスにおける構
造的転換と労働移動」，関西大学『経済論集』， 22-3(1972), 「イギリスにおける自動
車の発達と鉄道」，関西大学経済・政治研究所『研究双書』，第57冊 (1985)および前
掲の諸論文。
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ぞれが，構造的転換期としての両大戦間のイギリスを象徴的に表わしていると
言えるのである。
v むすび
両大戦間のイギリスの経済的成果は，新興産業を中心として考えるときかな
り良好であったと評価してよいであろう。そこで問題になるのが，労働省発表
の公式統計（被保険者統計）に表われた高い失業率である（第4表参照）。ところが
その失業率については幾つかの面から検討をすすめた結果， 実際に数字とし
て表われているほど，深刻ではなかったのではないかと考えられる。また，た
とえ公式統計の表示通りの失業率であったとしても，失業そのものの内容を考
慮しなければならないということが明らかになった。
すなわち，被保険失業者に対する失業給付とは別に，ほとんどの失業者をカ
バーする失業手当制度が1934年失業法で制定される経緯を簡単に触れたが，こ
の制度が失業者になにがしかの影密を与えたのではないかと考えられる。つま
り，労働移動を阻害し，長期失業者たらしめ，はては自発的失業者に限りなく
近い状態におかしめたのではないか，ということである。また長期失業者の人
物像としては，旧重要産業従事者，したがってアウター・プリティン（北部）に
長い間住み，比較的高い年齢層に属する人びとがそれであり，彼らは失業給付
・手当とも相まって自発的失業者群に引き寄せられていたのではないであろう
か。
かかる状況を考える時，たとえ，失業率そのものを労働省発表の公式統計
（第4表）で見ても，その内容はかなり差し引いて考えねばならないということ
が明らかであろう。その上，失業率そのものの推計の仕方に問題があるのであ
れば，両大戦間の失業についてはその深刻さの度合いは軽減されるであろう。
さらに，旧重要産業から新興産業への構造的転換期に見られた地域的不均衡
が，前記の失業に地域問題を付け加え，二つの失業問題として，その対応をよ
り複雑化したのである。全国的失業率を押し上げていたのは，主として旧重要
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産業地帯における構造的，長期的失業者であるから，失業率を額面通りに受け
取って深刻であると考えても，マクロ的経済政策では解決が困難であることは
すでに述べた通りである。したがって，こうした稼極的政策は不必要であった
し，むしろ有害でさえあったという主張もうなずけるのである。まさに構造的
転換期としての両大戦間イギリスでは，失業の多面的性格，新旧産業の二重構
造としての混在，南北地域間の不均衡，政治的多重構造一挙国一致政府といっ
た形で社会的，経済的そして政治的に現われたし，また現われざるをえなかっ
たということであり，政策的にも革新的不干渉政策として，個々の対応という
形を取らざるをえなかったのではないであろうか。アラン・プースは「1930年
代のイギリスははたして管理経済であろうか？」という論文のなかで，次のよ
うに述べている。すなわち， 1930年代イギリスの経済政策体制は， レッセ・フ
ェールの崩壊しつつある状態とでも，ケインズ的管理(ManagedEconomy)への
主要な段階とでも，いずれとも考えることができる。 1930年代は積極的管理に
したがってはいたが，しかしケインズ的原理にしたがっていたのではない。
しかし， 1930年代の自由主義的な国際体制の崩壊が，マクロ経済的管理の方向
へと引っ張っていったことも確かである，と36)。
まさに，「玉虫色の時代」と規定してもよく， 両大戦間のイギリスをどう捉
えるか， ManagedEconomyか否かについては， 旧重要産業と新興産業のど
ちらに重点を置くか，また失業問題をどう捉えるかにかかっているといえる。
したがって，「悲観派」，「楽観派」の影を引きずっているうえに， 厳然たる歴
史的事実の上に立って， ManagedEconomyか否かという形で問いかけたと
しても本来的には結論を下すというこ＇とはどだい無理な相談であろう。事実は
事実として，その内部で起こったところの政策的な判断の決定過程を検討して
重点がどこに，どの程度置かれていたかの論争に，ならざるをえないのではな
いであろうか。そのためには当然， PublicRecord Officeの政府関係内部資
料が有力な史実となる。したがって， ManagedEconomy論争が現実に取ら
36) Booth, A., op. cit., p. 519. 
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れた政策の背後にあった政策策定者のあいだの論議や，政策形成過程を明らか
にすることによって，計り知れない歴史的教訓を与えてくれるであろうことも
明らかである。
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